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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第１四半期連結
累計期間

第56期
第１四半期連結
累計期間

第55期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 8,200,551 8,277,962 37,537,725

経常利益又は経常損失（△）（千円） △62,997 △26,277 615,413

四半期純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△32,758 △12,649 268,267

四半期包括利益又は包括利益（千円） △120,208 10,408 148,699

純資産額（千円） 11,428,100 11,531,117 11,696,980

総資産額（千円） 19,221,090 20,601,066 22,472,340

１株当たり四半期純損失金額（△）又

は１株当たり当期純利益金額（円）
△2.79 △1.08 22.83

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 59.5 56.0 52.1

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　第55期第１四半期連結累計期間及び第56期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　第55期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

販売店契約

契約締結先 契約締結日 主な取扱品目 契約期間

オムロン株式会社 平成23年４月１日 制御機器
自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年８月５日）現在において当社グループが判断

したものであります。　

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月11日に発生した東日本大震災により、被災地における直接

的な被害に加え、サプライチェーンの寸断による生産活動の停滞、及び原発事故に端を発した電力供給不安が広が

る等、厳しい状況で推移いたしました。

　当社グループの主要ユーザーである自動車、電気・電子・半導体関連企業におきましては、震災により被害を受け

たサプライチェーンの影響により、国内生産が大きく落ち込むなど、企業活動の大幅な停滞が見られました。一方、

工作機械におきましては、堅調な新興国需要に支えられ、急激な回復基調となっております。

　当社グループにおける震災の影響につきまして、当社仙台事務所は、震災後ライフラインの寸断により営業活動を

一時中断しておりましたが、復旧に伴い、懸念していたよりも順調に営業活動を再開することができました。また、

自動車関連企業を中心に、計画されていた設備投資案件が一時的に延期されるなどの状況が発生いたしましたが、

その一方で震災からの復旧需要も見られました。商品調達におきましても、多少の混乱が生じましたが、比較的早く

回復いたしました。　

　このような経営環境の中、当社グループにおきましては、今年度よりスタートした第７次中期経営計画に基づき、

営業部門と技術部門が一体となった提案営業の強化や新商材・新領域の開拓、及び海外事業の強化に取り組んでま

いりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は82億77百万円（前年同四半期比0.9％増）、営業損失は65百万円

（前年同四半期は営業損失98百万円）、経常損失は26百万円（前年同四半期は経常損失62百万円）、四半期純損失

は12百万円（前年同四半期は四半期純損失32百万円）となりました。　

　売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。なお、当社グループは主として制御機器、産業機器、

計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

①　制御機器

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品（当第１四半期連結累計期間における売上構成比で44.7％）で、自動

車関連企業向け及びセラミック、電気・電子・半導体、工作機械など全般に販売が増加し、売上高は36億96百万円

（前年同四半期比13.9％増）となりました。

②　産業機器

　産業機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は20億５百万円（前年同四半期比2.2％増）

となりました。

③　計測機器

　計測機器は、自動車関連企業、電気・電子・半導体向けを中心に販売が減少し、売上高は10億10百万円（前年同

四半期比10.5％減）となりました。

④　電源機器

　電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が減少し、売上高は５億２百万円（前年同四半期比27.7％減）

となりました。

⑤　実装機器

　実装機器は、主要得意先への販売が低調となり、市場全体も縮小傾向であることから、売上高は１億89百万円

（前年同四半期比41.6％減）となりました。

⑥　その他

　上記５品目以外においては、売上高は８億73百万円（前年同四半期比3.5％増）となりました。　
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客であります製造業の中で、販売先上位は自動車関連産業に属する企業であるため、自動車

業界の動向やそれらの企業の設備投資動向と密接な関係にあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性が

あります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月５日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120
大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）
単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 315,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　11,751,000 117,510 －

単元未満株式 普通株式　　　　　 520 － －

発行済株式総数 12,067,120 － －

総株主の議決権 － 117,510 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が84株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
315,600 － 315,600 2.61

計 － 315,600 － 315,600 2.61

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,335,011 2,313,416

受取手形及び売掛金 14,657,838 12,697,957

商品及び製品 1,436,516 1,557,053

仕掛品 70,708 137,296

原材料及び貯蔵品 30,761 31,662

その他 584,665 498,789

貸倒引当金 △20,314 △19,244

流動資産合計 19,095,187 17,216,932

固定資産

有形固定資産 1,785,863 1,767,589

無形固定資産 49,653 48,630

投資その他の資産 ※
 1,541,636

※
 1,567,913

固定資産合計 3,377,153 3,384,133

資産合計 22,472,340 20,601,066

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,675,771 7,965,670

未払法人税等 23,685 4,650

賞与引当金 240,000 115,000

その他 733,605 882,301

流動負債合計 10,673,062 8,967,621

固定負債

役員退職慰労引当金 97,200 97,200

その他 5,097 5,127

固定負債合計 102,297 102,327

負債合計 10,775,360 9,069,948

純資産の部

株主資本

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 9,325,215 9,136,294

自己株式 △149,579 △149,579

株主資本合計 11,859,363 11,670,442

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 159,969 161,225

繰延ヘッジ損益 △178 －

為替換算調整勘定 △322,174 △300,550

その他の包括利益累計額合計 △162,383 △139,325

純資産合計 11,696,980 11,531,117

負債純資産合計 22,472,340 20,601,066
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 8,200,551 8,277,962

売上原価 7,169,803 7,212,647

売上総利益 1,030,748 1,065,315

販売費及び一般管理費 1,128,902 1,131,148

営業損失（△） △98,154 △65,833

営業外収益

受取利息 486 889

受取配当金 7,128 9,569

仕入割引 27,656 32,395

その他 12,580 8,190

営業外収益合計 47,851 51,045

営業外費用

支払利息 66 1,460

売上割引 7,897 9,282

為替差損 3,548 －

その他 1,181 746

営業外費用合計 12,693 11,489

経常損失（△） △62,997 △26,277

特別利益

固定資産売却益 60,787 －

特別利益合計 60,787 －

特別損失

固定資産売却損 46,323 －

固定資産除却損 139 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,855 －

特別損失合計 50,319 3

税金等調整前四半期純損失（△） △52,529 △26,281

法人税等 △19,770 △13,631

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △32,758 △12,649

四半期純損失（△） △32,758 △12,649
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △32,758 △12,649

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △75,943 1,255

繰延ヘッジ損益 1,270 178

為替換算調整勘定 △12,776 21,624

その他の包括利益合計 △87,449 23,058

四半期包括利益 △120,208 10,408

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △120,208 10,408
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損失に当該見積実

効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

投資その他の資産 38,700千円 38,700千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半

期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固

定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 25,343千円 19,775千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月27日

取締役会
普通株式 117,515 10.00平成22年３月31日平成22年６月10日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

取締役会
普通株式 176,271 15.00平成23年３月31日平成23年６月９日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成

23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2.79円 △1.08円

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（△）（千円） △32,758 △12,649

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △32,758 △12,649

普通株式の期中平均株式数（株） 11,751,520 11,751,436

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成23年５月26日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

取締役会
普通株式 176,271 15.00平成23年３月31日平成23年６月９日利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月５日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

 有限責任 あずさ監査法人 　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柏　木　勝　広

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　田　好　彦

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　以　上

　（※）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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